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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

提出会社の状況

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月

売上高 (千円) 321,241 326,985 320,708 323,318 314,587

経常利益 (千円) 16,014 30,525 18,353 38,299 32,528

当期純利益 (千円) 16,711 30,018 20,177 34,884 33,549

資本金 (千円) 769,650 769,650 769,650 769,650 769,650

発行済株式総数 (株) 10,641 10,641 10,641 10,641 10,641

純資産額 (千円) △933,599 △903,581 △883,404 △848,519 △814,970

総資産額 (千円) 502,612 515,800 522,662 532,595 521,800

１株当たり純資産額 (円) △87,736.08 △84,915.07 △83,018.89 △79,740.60 △76,587.79

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 1,570.49 2,821.00 1,896.18 3,278.29 3,152.80

自己資本比率 (％) ― ― ― ― ―

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 7,205 31,266 25,771 47,980 31,855

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,371 0 △416 △899 6,861

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,132 △32,225 △34,365 △37,374 △37,619

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 36,941 35,982 26,972 36,679 37,776

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
34 37 39 38 34

(26) (29) (27) (25) (26)
 

(注) １　当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

４　当社は関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資損益」については記載しておりません。

５　当社は非上場につき株価はないので「株価収益率」は記載しておりません。

６　第58期において、過去の財務諸表を遡及処理した結果、主要な経営指標等の推移についても遡及処理を行っ

ております。
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２ 【沿革】
 

昭和32年１月 土佐観光施設株式会社を設立。ゴルフ場建設工事に着手。

昭和33年７月 ９ホールで開場。

昭和37年７月 ９ホールを増設。18ホールとなる。

昭和42年６月 アウトコース改造。

昭和44年７月 インコース改造。

昭和53年９月 モノレール・カート設置。

昭和63年５月 クラブハウス増改築。

平成７年７月 コース全面改造。５人乗り乗用カート導入。
 

 

３ 【事業の内容】

(イ)　当社の経営組織は、次のとおりであります。

(ロ)　業務内容

当社は、アウトコース3,106ヤード、インコース3,111ヤード計6,217ヤード、総面積307,041㎡の18ホールのゴル

フ場で四国ゴルフ連盟に加入しております。１日当たりの収容能力は最大240名です。

付随する業務として売店及び食堂を経営しており、その売上高比率は次のとおりです。

(ハ)　部門別売上高比率

当事業年度における売上高及びその構成比並びに前年対比は次のとおりです。

 

 

第58期 第59期

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

ゴルフ営業収入 253,511 78.4 245,107 77.9

会員収入 49,025 15.2 48,793 15.5

売店・喫茶・食堂収入 20,782 6.4 20,686 6.6

合計 323,318 100.0 314,587 100.0
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年12月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

34　(26) 46.8 13.2 2,126,405
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に年間平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社は、ゴルフ場事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた

記載を行っておりません。

(2) 労働組合の状況

当社には、ゼンセン同盟に加盟した労働組合があり、組合員数は34名であります。労使関係は概ね良好でありま

す。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

平成27年度の日本の経済については、大企業を中心に賃金上昇や設備投資に積極性が見え、好況感が増しまし

た。しかしながら、業種や企業間格差などがあり、アベノミクスの効果を実感するには至っていない状況もありま

ます。特に、地方や中小企業においては消費増税に伴うコスト増などにより、設備投資などに余裕が無く苦慮して

いる状況が見受けられます。今後は、地方にまで好況感が出るような施策を期待するところであります。県内につ

きましても、全体的に景気回復の実感には乏しく、一部の企業などに限られております。高知県も様々な施策を

行っておりますが、景気回復の波及には時間がかかりそうです。

ゴルフ場業界は、平成27年の入場者数は低価格化などが進展し、首都圏を中心に増加傾向にありますが、地方に

おいては、高齢化や人口減少等の影響で厳しい状況が続いております。

四国のゴルフ場(四国ゴルフ連盟加盟)の平成27年度入場者数は、前年比１％増加(22,280人増)となりました。

当ゴルフ場の入場者は、34,025人で前年比3.9％減(1,386人減)となりました。本年度も引き続き各種イベントを

開催するとともに、訪問営業等により集客に努めてまいりました。しかしながら、他ゴルフ場の低料金化の進展

や、昨年に続き県道土砂崩れによる通行止め、台風の影響などにより大幅な減少となりました。今後の課題として

は、イベントでの集客とともに組織営業での入場者増加促進、優待券の活用などと併せて、各種コンペの誘致と新

たな企画で集客を図ることが命題と思われます。

結果、当期の売上高は、314,587千円となりました。自然災害などにより、入場者が前年1,386人減少したこと

と、セルフプレーの増加、他ゴルフ場の低料金化の進展を受けた値引、割引の実施による売上単価減少が響き、売

上高は前年比8,731千円(2.7％)減少しました。

他方、諸経費につきましては、売上原価で、前年比6,243千円(3.7％)減少しました。これは主にゴルフ営業原価

で薬剤散布の工夫や原油価格下落による燃料費の減少、セルフプレーの増加に伴うキャディー手当の減少によるも

のです。

販売費及び一般管理費で、前年比3,112千円(2.8％)増加しました。これは主に集客に係る販売促進費、雑費の増

加によるものです。

営業外損益並びに特別利益を加減算して、当期純利益33,549千円となり、前年比1,335千円(3.8％)の減少となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度の現金及び現金同等物は、全体として1,097千円増加し、当事業年度末残高は、37,776千円(前事業年

度末比3.0％増)となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、31,855千円の資金収入となり、前年同期比16,125千円の減

少となりました。これは、主に税引前当期純利益が2,685千円減少し、35,614千円となったことと、退職給付引当金

の減少1,084千円、保険解約返戻金3,085千円及び未払消費税等の減少3,511千円によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、6,861千円の資金収入となり、前年同期比7,760千円の増加

となりました。これは、主に保険積立金の解約による収入8,837千円によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、37,619千円の資金支出となり、前年同期比245千円の減少と

なりました。これは、長期借入金の返済による支出29,736千円及びリース債務の返済による支出7,883千円によるも

のであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 営業日数及び入場者数は、以下のとおりであります。

 

区分
　

期間

営業日数
(日)

入場者
日平均
(人)

正会員(人) 無記名(人) ビジター(人) 合計(人)

自Ｈ26．１．１
至Ｈ26．12．31

355 15,141 1,691 18,579 35,411 99.7

自Ｈ27．１．１
至Ｈ27．12．31

356 14,847 1,408 17,770 34,025 95.6
 

 

(2) 収入の内訳は、以下のとおりであります。

 

区分

　

期間

グリーン
フィー
(千円)

キャディー
フィー
(千円)

年会費
(千円)

入会金
(千円)

売店売上
(千円)

喫茶売上
(千円)

食堂収入
(千円)

その他
収入
(千円)

合計
(千円)

自Ｈ26．１．１
至Ｈ26．12．31

153,943 99,208 36,865 12,160 6,895 7,002 6,883 358 323,318

自Ｈ27．１．１
至Ｈ27．12．31

147,773 97,050 37,973 10,820 6,952 6,696 7,038 283 314,587
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

 

３ 【対処すべき課題】

平成27年度の日本の景況は、アベノミクスの効果で緩やかな回復傾向にあります。しかしながら、業種や企業間格

差があり、好況感を実感するには至っていない状況もあります。

県内の景況についても、景気回復の実感には乏しいものの、雇用環境が緩やかに回復するなど、持ち直しに向けた

動きが見られました。

当ゴルフ場におきましては、売上高、入場者ともに減少し、厳しい状況となっております。このような状況下にお

いて当社の収益確保は重要な課題となっており、そのために以下の施策を実施します。

①コース整備の充実により顧客満足度を上げ、集客力アップのために組織営業を行う。

②諸費用、諸経費の削減により一層努め、効率経営の確立を図る。　

③新たな施策の展開と優待券の活用、既存のイベントの拡充を図る。

ゴルフユーザーの高齢化と若年層の利用率の低下により、ゴルフ業界は依然厳しい経営が続くものと予想されま

す。入場者の減少に歯止めをかけ、安定的収入を維持する為に上記課題に取り組み、収益改善とサービスの向上を図

るよう鋭意努力してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

① 会社は、当事業年度において営業利益、当期純利益を計上したものの、過年度の減損損失等により債務超過に

陥っており債務超過解消には相当期間かかるものと予想されます。このように、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような事象または状況が存在しております。　

 

② 当社の事業であるゴルフ場経営は、景気の動向や個人消費の状況が入場者数に大きく影響を与えます。国内景気

の低迷は入場者数を減少させ、また同業他社との競争による低価格化により、当社の業績が影響を受ける可能性

があります。

 

③ 当社の売上は、降雪や長雨、台風等の影響により入場者が減少する可能性があり、当社の業績に大きな影響を与

える可能性があります。

 

④ 当社の事業運営に関し、ゴルフ場の一部が借地となっております。契約及び地主との関係において問題はありま

せんが、将来的に地主との契約更新ができない場合において、事業の継続に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑤ 当社の主要債権者である銀行の動向により、事業継続に重要な影響を及ぼす可能性があります。なお、詳細は継

続企業の前提に関する注記に記載しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 不動産の賃借契約

 

相手先 契約内容 面積(㎡) 金額(千円) 契約年月日及び期間

高知市 ゴルフ場用地の賃借 119,061 年額 5,032
 

 

平成27年６月11日～平成28年６月10日
 

(注)　上記以外に、ゴルフ場用地の賃借等として、個人10名より年額1,447千円の不動産賃借契約を締結しておりま

す。

 

(2) 不動産の賃貸契約

 

相手先 契約内容 面積(㎡) 金額(千円) 契約年月日及び期間

太平洋セメント㈱ 土地賃貸 (注) 1,038 平成27年４月１日～平成28年３月31日

高知県ゴルフ協会 建物賃貸 (注) 240 平成27年４月１日～平成28年３月31日
 

(注)　小規模のため記載を省略しております。

 

(3) 食堂経営委託契約

当社は、昭和53年７月１日に有限会社寿し柳(高知市南はりまや町１－20－20)との間に食堂経営委託に関する契

約を締結し、以後１年毎に契約を自動更新して現在に至っております。

契約の主たる概要は下記のとおりであります。

１　使用場所

２階食堂フロアと厨房並びに食料貯蔵庫及び寿し柳従業員室としております。

２　売上金の管理

売上金の全ては当社が管理し、毎月末締切り翌月末迄に精算することとしております。

３　営業手数料

寿し柳は、その売上金の10～14％を営業手数料として当社に支払うこととしております。

４　契約有効期間

この契約の有効期間は、平成27年７月１日から平成28年６月30日までとしております。但し、契約期間満了

３ヶ月前に双方共に異議ない場合は、引き続き１年間契約期間を延長することとしております。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積

当社の財務諸表は、我が国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており、財

政状態、経営成績を適正に表示しております。

なお、会計監査人から要請のあった会計記録及び監査の必要な資料は、全て会計監査人に提供、報告するとと

もに、当社が採用している会計方針は適正である旨の報告を受けております。

 

(2) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析、検討内容及び当該重要事象等を解消し、または改善する

ための対応策

当社は、当該事象または状況を解消すべく平成23年3月から外部コンサルタントによるコンサルティングを行っ

て、「再生計画書」を策定し、高知県中小企業再生支援協議会及び各金融機関の協力を得て再生計画をスタート

させました。しかし、その結果は未だ不明確であり、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

来期以降についても、「再生計画書」に従って中長期的な業績好転を目標とし、その達成を目指しております。

 

(3) 当事業年度の経営成績の分析

当社はゴルフ場事業を経営しており、会員制倶楽部制度を採用しております。ゴルフ場経営は会員の入場及び

会員の紹介を主とするゲストの入場で成り立っております。当社はその入場者に対し、クラブライフを充分満足

していただけるよう、施設及びサービスを提供しております。

当事業年度の経営成績は、入場者、売上高ともに減少しました。諸経費につきましては、営業に係る販売促進

費、雑費が増加しました。一方、売上原価ではコース管理作業の合理化、セルフプレーの増加等によりコース維

持費、燃料費、労務費等が減少しました。これらの結果、前期比で大幅な減益となりました。

売上高増進のため、各種コンペの誘致と企画によりプレーの機会を如何に多くするかが引続き命題と思われま

す。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社においては前述のとおり、入場者数が経営成績の重要な要因となっております。景気の動向はもとより、

天災、天候が業績を大きく左右することになります。

 

(5) 今後の経営方針と見通し

当社は過年度に減損会計を導入した結果、巨額の当期純損失を計上したために、債務超過に陥っております。

当該状況を解消すべく、平成23年3月から外部コンサルタントによるコンサルティングを行って、「再生計画書」

を策定し、高知県中小企業再生支援協議会及び各金融機関の協力を得て再生計画をスタートさせました。借入金

の一部770,000千円を20年後に返済する劣後債とし、残りの580,120千円を平成23年10月より20年間分割返済する

約定を締結し、当事業年度までの約定返済は実施しました。来期以降についても、約定に基づいて返済を行う予

定であります。

当計画の実行により、将来的には利息支払額の減少等により収益面での改善を図ってまいります。　
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(6) 財政状態の分析

(資産の部)

流動資産は、57,291千円(前事業年度比39千円増加)となりました。主な要因は、商品、貯蔵品628千円減少し、

貸倒引当金が556千円増加したものの、現金及び預金が1,097千円、未収入金229千円が増加したことによるもので

あります。

固定資産は、464,508千円(前事業年度比10,835千円減少)となりました。主な要因は、新規取得により596千円

増加したものの、保険積立金が4,972千円減少し、減価償却費6,855千円を計上したことによるものであります。

 

(負債の部)

負債は、1,336,770千円(前事業年度比44,344千円減少)となりました。主な要因は、未払法人税等が1,320千

円、未払消費税等が3,511千円、長期借入金が29,736千円、リース債務が7,883千円それぞれ減少したことによる

ものであります。

 

(純資産の部)

純資産の部合計は、△814,970千円(前事業年度比33,549千円増加)となりました。主な要因は、当期純利益

33,549千円となったことによるものであります。

 

(7) キャッシュ・フローの分析

当社の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より16,125千円減少しております。

これは、主に税引前当期純利益が2,685千円減少し、35,614千円となったことと、退職給付引当金の減少1,084千

円(前事業年度5,108千円増加)、保険解約返戻金3,085千円及び未払消費税等の減少3,511千円(前事業年度7,675千

円増加)によるものであります。

次に、投資活動によるキャッシュ・フローは、6,861千円(前年同期比7,760千円増加)の資金収入となりまし

た。これは、主に保険積立金の解約による収入8,837千円によるものであります。また、財務活動によるキャッ

シュ・フローは、長期借入金の返済による支出29,736千円及びリース債務の返済による支出7,883千円により、

37,619千円(前年同期比245千円減少)の資金支出となりました。

これにより現金及び現金同等物の当事業年度末残高は前年同期比1,097千円増加し、37,776千円となりました。

EDINET提出書類

土佐観光施設株式会社(E04709)

有価証券報告書

11/45



第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

(1) 設備投資の概況

当期の設備投資については下記のとおりで、経営に重要な影響を及ぼすような投資、または資産の売却・撤去等

はありません。

 

主たる当期の設備投資

該当事項はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】
 

区分
ゴルフ場 クラブハウス他 帳簿価額合計

面積(㎡) 金額(千円) 面積(㎡) 金額(千円) 面積(㎡) 金額(千円)

建物 1,349.10 0 2,602.19 11,544 3,951.29 11,544

構築物  2,173  765  2,938

コース勘定  0  0  0

機会及び装置  0  0  0

車両運搬具  3,827  0  3,827

工具、器具及び備品  712  3,300  4,012

土地
339,336
(129,466)

437,077
10,975

(―)
0

350,311
(129,466)

437,077

立木  0  0  0

合計  443,789  15,611  459,400

従業員数
男(名) 13 男(名) 3 男(名) 16

女(名) 13 女(名) 5 女(名) 18
 

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　(　)内は外書で賃借土地であります。

３　上記の金額には、消費税等を含んでおりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000

計 12,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年３月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,641 10,641
非上場
非登録

単元株制度は採用しておりま
せん。(注)１

計 10,641 10,641 ― ―
 

(注) １　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受ける必要があります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

土佐観光施設株式会社(E04709)

有価証券報告書

13/45



 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(株)

発行済株式総
数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金増
減額
(千円)

資本準備金残
高

(千円)

平成８年９月25日 792 10,641 277,200 769,650 ― ―

 

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【所有者別状況】

平成27年12月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 4 ― 51 ― ― 1,106 1,161 ―

所有株式数
(株)

― 618 ― 1,496 ― ― 8,527 10,641 ―

所有株式数
の割合(％)

― 5.8 ― 14.1 ― ― 80.1 100 ―
 

 

(7) 【大株主の状況】

平成27年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社　四国銀行 高知市南はりまや町1-1-1 448 4.21

株式会社　高知銀行 高知市堺町2-24 120 1.13

株式会社　オサキ 高知市神田647-1 88 0.83

株式会社　高知新聞社 高知市本町3-2-15 80 0.75

入交グループ本社　株式会社 高知市仁井田4563-1 64 0.60

とさでん交通　株式会社 高知市桟橋通4-12-7 56 0.53

高知トヨタ自動車　株式会社 高知市北御座23-1 48 0.45

東洋電化工業　株式会社 高知市萩町2-2-25 48 0.45

計  952 8.95
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
 

普通株式 10,641
 

10,641 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 10,641 ― ―

総株主の議決権 ― 10,641 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社定款においては期末配当を年１回実施することとし、配当の決定については株主総会で決議することとしてお

りますが、事業の性格上、創業以来株主に対する利益還元方法として、株主会員を含むゴルフ場利用者へのサービス

設備の改善強化を目標としており、配当は実施しておりません。

 

４ 【株価の推移】

当社株式は、非上場であるため、該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

土佐観光施設株式会社(E04709)

有価証券報告書

16/45



 

５ 【役員の状況】

　男性10名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
会長

― 氏　原　信　幸 昭和15年11月24日生

昭和34年４月 ㈱四国銀行入行

(注)3 ８

平成５年６月 ㈱四国銀行南国支店長就任

平成８年６月 ㈱轟組常務取締役就任

平成16年３月 当社代表取締役社長就任

平成25年７月 当社代表取締役会長就任

平成26年７月 当社取締役会長就任(現任)

代表取締役
社長

― 近　森　孝　典 昭和26年１月12日生

昭和48年４月 ㈱四国銀行入行

(注)3 ８

平成16年７月 ㈱四国銀行中村支店長就任

平成21年６月 ニューコウチビル㈱常務取締役就任

平成24年６月 ニューコウチビル㈱代表取締役就任

平成25年３月 当社取締役就任

平成25年７月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 ― 西　山　昌　男 昭和13年10月26日生

昭和36年３月 高知トヨタ自動車㈱入社

(注)3 ―
平成９年３月 当社取締役就任(現任)

平成18年６月 高知トヨタ自動車㈱代表取締役会長就任

(現任)

取締役 ― 尾　﨑　元　晴 昭和24年３月12日生

昭和56年３月 ㈱オサキ取締役就任

(注)3 ８

平成７年７月 ㈱高知NTN代表取締役社長就任

平成７年12月 ㈱オサキ代表取締役社長就任

平成12年３月 当社監査役就任

平成19年３月

平成24年３月

当社取締役就任(現任)

㈱オサキ代表取締役会長就任

平成26年３月 ㈱オサキ取締役会長就任(現任)

取締役 ― 岡　田　憲　一 昭和20年11月22日生

平成19年６月 ㈱高知新聞社専務取締役就任

(注)3 ８平成21年３月 当社取締役就任(現任)

平成25年６月 ㈱高知新聞社代表取締役副社長就任(現任)

取締役 ― 中　越　　　弘 昭和17年９月29日生

昭和44年11月 ㈱テレビ高知入社

(注)3 ８

平成12年６月 ㈱テレビ高知常務取締役就任

平成17年６月 ㈱テレビ高知常勤監査役就任

平成21年６月

平成23年３月

㈱テレビ高知非常勤監査役就任

当社取締役就任(現任)

平成25年６月 ㈱テレビ高知特別顧問就任(現任)

取締役 支配人 村　上　定　基 昭和39年９月17日生

昭和58年３月 当社入社

(注)3 ８平成21年３月 当社支配人就任

平成25年３月 当社取締役支配人就任（現任）

 
監査役
(常勤)

― 松　本　和　則 昭和28年６月28日生

昭和47年４月

平成19年２月

平成22年２月

平成25年３月

㈱四国銀行入行

㈱四国銀行中央市場支店長就任

四銀ビジネスサービス㈱入社

当社監査役就任（現任）

 
(注)4

８

監査役 ― 愛　宕　敏　幸 昭和19年５月20日生
平成18年６月 愛宕敏幸税理士事務所開業

(注)4 ８
平成19年３月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 前　田　　　理
 

昭和19年９月15日生

昭和42年４月 ㈱四国銀行入行

(注)4 ８

平成10年２月 ㈱四国銀行より当社に出向　高知ゴルフ倶

楽部副支配人就任

平成13年３月 当社取締役支配人就任

平成21年３月 当社取締役総支配人就任

平成23年３月 当社監査役就任(現任)

計 72
 

(注) １　当社取締役西山昌男、尾﨑元晴、岡田憲一、中越弘の４名は「社外取締役」であります。

２　当社監査役松本和則、愛宕敏幸は、「社外監査役」であります。

３　取締役の任期は、平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

　　 ４　監査役の任期は、平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年12月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、顧客第一主義を基本とし、コンプライアンス(法令及び社会的規範の遵守)を前提に、高知ゴルフ倶楽部の

示した「経営基本方針」に基づき的確な意思決定を図ることのできる組織体制を確立することが企業価値を高めるこ

とになると認識しております。従って、その基礎となるコーポレート・ガバナンスの充実は極めて重要であると考え

ております。

①　当社の平成27年12月末日現在の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ  当社の機関の基本説明

当社取締役会は、社内取締役３名、社外取締役４名で構成されております。取締役会は定期に、及び必要に応

じて臨時に開催しております。また、当社の監査役(３名)の内、前田監査役を除く２名は社外監査役でありま

す。本報告書提出日現在、監査役(３名)の内訳は、社内監査役１名、社外監査役２名であります。

なお、当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については、累積投

票によらないものとし、その決議は総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う旨定款に定めております。

ロ  当社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

経営上の意思決定に関しては、経営環境の変化に対して迅速かつ的確に対応すべく、取締役会の運営を行って

おります。取締役会では、十分な論議を尽くして経営上の意思決定を行っております。監査役３名の内、前田監

査役を除く２名は社外監査役であり、社内の独立した機関として取締役会に出席し、必要に応じ重要な社内会議

の審議内容をも聴取し、取締役の職務執行について厳正な監視を行っております。内部統制システムとしては、

各社員及び各部署間の相互牽制が有効に機能すべく適材適所の人員配置に努め、検出事項が認められれば、即座

に上層部に報告する等の社内教育を徹底しております。

なお、法律的検討課題等については、必要に応じ弁護士から適宜アドバイスを受けてその対処をするととも

に、必要に応じて会計監査人と協議しております。

ハ  内部監査及び監査役監査の状況

社内に内部監査室はありませんが、取締役会は社内の相互牽制機能が有効に機能しているか否か等につき常に

注意をはらい、万一検出事項の報告がなされれば、直ちに対応し得る体制をとっております。監査役は、上記の

ごとく取締役の職務執行について厳正な監視を行うとともに、内部統制の運用状況等を監視しており、必要に応

じて会計監査人と協議しております。

ニ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、会計監査人と同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項の定める最低責任限度額としております。

ホ 会計監査の状況

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、継続監査年数並びに監査業務に係る補助者の構成は以下のと

おりであります。

業務を執行した公認会計士名

斉藤　章、橋本　誠

継続監査年数

斉藤　章　　７年以内であるため記載を省略

橋本　誠　　７年以内であるため記載を省略
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審査体制

監査意見の表明に先立ち、他の公認会計士による審査を受けております。

ヘ 当社と当社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

１　社外取締役

当社の社外取締役は４名であります。当社株式の保有状況は以下のとおりでありますが、各氏と当社の間に

は、人的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

西　山　昌　男 ―株

尾　﨑　元　晴 ８株

岡　田　憲　一 ８株

中　越　　　弘 ８株
 

また、西山昌男氏は高知トヨタ自動車㈱の代表取締役であり、一般の取引と同様の条件にて、取引に応じた支

払いを行っております。なお、取引金額については、１千万円未満であり、関連当事者との取引の記載は省略し

ております。

各氏と当社の間には、人的関係または取引関係その他利害関係はありません。

２　社外監査役

当社の社外監査役は２名であります。当社株式の保有状況は以下のとおりであります。

松　本　和　則 ８株

愛　宕　敏　幸 ８株
 

以上のほか、各氏と当社の間には、人的関係または取引関係その他利害関係はありません。

② リスク管理体制の整備の状況

当社は、内部管理体制の整備を図ることがコーポレート・ガバナンスの充実に寄与するものと考えております。

今後、業務分掌規定や職務権限規定等の諸規定を整備し、責任と権限の明確化をより一層進めていくことが重要課

題のひとつであると認識しております。

③ 役員報酬の内容

当事業年度における役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる　
役員の員数

(人)基本報酬 賞与

取締役
(社外取締役を除く)

7,440 7,440 ― 2

監査役
(社外監査役を除く)

― ― ― ―

社外取締役 ― ― ― ―

社外監査役 2,160 2,160 ― 1
 

(注)１　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

(注)２　取締役の報酬限度額は15,000千円以内であります。

(注)３　監査役の報酬限度額は3,000千円以内であります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

1,800 ― 1,800 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成27年１月１日　至　平成27年12月31日)

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成27年１月１日　至　平成27年12月31日)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

適切な監査時間の確保が可能な監査計画及び一般に妥当と認められる水準等を勘案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」「(昭和38年大蔵省令第59号)」に基づ

いて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成27年１月１日から平成27年12月31日ま

で)の財務諸表について、公認会計士 斉藤章、同 橋本誠により監査を受けております。

　　当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

　　第57期事業年度の財務諸表　福山正雄　後藤吾郎

　　第58期事業年度の財務諸表　斉藤章　橋本誠

 
当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

　①　異動に係る監査公認会計士等の名称

　　イ　選任する監査公認会計士等の名称

　　　　斉藤章公認会計士事務所　　公認会計士　斉藤　章

　　　　橋本誠公認会計士事務所　　公認会計士　橋本　誠

　　ロ　退任する監査公認会計士等の名称

　　　　福山正雄公認会計士事務所　　公認会計士　福山　正雄

　　　　後藤吾郎公認会計士事務所　　公認会計士　後藤　吾郎

 

　②　異動の年月日

　　　平成26年３月28日(第57期定時株主総会開催日)

 
　③　退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　

　　　平成25年４月１日

 
④　退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書又は内部統制監査報告書における意見等に関

する事項

　　 該当事項はありません。

 
⑤　異動の決定又は異動に至った理由及び経緯　

当社の会計監査人であった公認会計士福山正雄氏、公認会計士後藤吾郎氏は、平成26年３月28日開催の第57

期定時株主総会の終了をもって任期満了となりましたので、新たに公認会計士斉藤章、公認会計士橋本誠を会

計監査人として選任したものであります。

 
⑥　上記⑤の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制監査報告書の記載事項に係る退任する監査公認会

計等の意見

　　特段の意見はない旨の回答を得ております。

 
３　連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年12月31日)
当事業年度

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 36,679 37,776

  未収入金 13,350 13,580

  商品 3,246 2,973

  貯蔵品 910 554

  前払費用 2,739 2,618

  その他 392 411

  貸倒引当金 △66 △623

  流動資産合計 57,252 57,291

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※2  13,646 ※2  11,544

   構築物（純額） ※2  3,829 ※2  2,938

   コース勘定 0 0

   機械及び装置（純額） 0 0

   車両運搬具（純額） 5,513 3,827

   工具、器具及び備品（純額） 5,593 4,012

   土地 ※2  437,077 ※2  437,077

   立木 0 0

   有形固定資産合計 ※1  465,659 ※1  459,400

  投資その他の資産   

   長期前払費用 4,667 4,463

   保険積立金 5,016 43

   長期預金 ― 600

   投資その他の資産合計 9,683 5,107

  固定資産合計 475,343 464,508

 資産合計 532,595 521,800

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 6,686 5,788

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  29,736 ※2  29,736

  リース債務 8,101 7,971

  未払金 9,223 9,302

  未払費用 1,795 1,854

  未払法人税等 3,274 1,953

  未払消費税等 9,179 5,667

  前受金 677 716

  預り金 10,153 9,144

  前受収益 18,267 18,390

  流動負債合計 97,094 90,525
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年12月31日)
当事業年度

(平成27年12月31日)

 固定負債   

  長期借入金 ※2  1,226,220 ※2  1,196,484

  リース債務 21,514 13,760

  退職給付引当金 34,041 32,957

  役員退職慰労引当金 1,725 2,525

  その他 518 518

  固定負債合計 1,284,020 1,246,245

 負債合計 1,381,115 1,336,770

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 769,650 769,650

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △1,618,169 △1,584,620

   利益剰余金合計 △1,618,169 △1,584,620

  株主資本合計 △848,519 △814,970

 純資産合計 △848,519 △814,970

負債純資産合計 532,595 521,800
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

当事業年度
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高   

 ゴルフ営業収入   

  グリーンフィー 153,943 147,773

  キャディーフィー 99,208 97,050

 会員収入   

  会費収入 36,865 37,973

  入会金収入 12,160 10,820

 売店・喫茶・食堂収入   

  売店売上高 6,895 6,952

  喫茶売上高 7,002 6,696

  食堂収入 6,883 7,038

  その他の収入 358 283

 売上高合計 323,318 314,587

売上原価   

 ゴルフ営業原価   

  給料及び手当 30,206 29,146

  賃金及び手当 35,857 33,677

  職員賞与 2,911 2,796

  キャディー賃金 22,729 21,819

  退職金 ― 500

  法定福利費 13,807 13,347

  福利厚生費 1,686 1,604

  退職給付費用 3,594 3,298

  コース維持管理費 12,240 10,932

  修繕費 2,197 3,578

  燃料費 9,126 7,567

  消耗品費 5,810 6,303

  競技会費 8,601 8,350

  租税公課 8,324 7,976

  減価償却費 2,489 2,591

  雑費 981 1,438

  ゴルフ営業原価合計 160,565 154,927

 売店・喫茶・食堂営業原価   

  商品期首たな卸高 3,948 3,246

  当期商品仕入高 8,145 7,967

  合計 12,093 11,214

  商品期末たな卸高 3,246 2,973

  売店・喫茶・食堂営業原価合計 8,846 8,240

 売上原価合計 169,412 163,168

売上総利益 153,906 151,419

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 12,000 9,600

 給料 10,818 13,142

 賞与 1,354 1,337

 手当 12,569 12,853

 法定福利費 4,467 4,379

 福利厚生費 1,159 1,048

 退職給付費用 1,513 1,051

 旅費及び交通費 530 552

 通信費 2,269 2,190

 広告宣伝費 5,075 5,229

 交際費 1,253 1,398
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 燃料費 861 806

 光熱費 8,310 8,321

 消耗品費 815 608

 租税公課 4,444 5,396

 減価償却費 4,538 4,264

 支払手数料 3,283 3,344

 諸会費 1,226 1,272

 賃借料 709 744

 保険料 1,764 1,773

 修繕費 18 45

 図書印刷費 2,133 249

 借地借家料 5,145 5,145

 貸倒引当金繰入額 23 556

 役員退職慰労引当金繰入額 128 800

 清掃費 6,068 5,820

 その他 17,452 21,118

 販売費及び一般管理費合計 109,936 113,049

営業利益 43,970 38,370

営業外収益   

 受取利息 2 3

 受取賃貸料 2,500 1,945

 助成金収入 1,350 450

 雑収入 547 1,465

 営業外収益合計 4,400 3,864

営業外費用   

 支払利息 9,673 9,292

 雑損失 398 414

 営業外費用合計 10,071 9,706

経常利益 38,299 32,528

特別利益   

 保険解約返戻金 ― 3,085

 特別利益合計 ― 3,085

税引前当期純利益 38,299 35,614

法人税、住民税及び事業税 3,415 2,065

法人税等合計 3,415 2,065

当期純利益 34,884 33,549
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 769,650 △1,653,054 △1,653,054 △883,404 △883,404

当期変動額      

当期純利益  34,884 34,884 34,884 34,884

当期変動額合計 ― 34,884 34,884 34,884 34,884

当期末残高 769,650 △1,618,169 △1,618,169 △848,519 △848,519
 

 
 当事業年度(自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 769,650 △1,618,169 △1,618,169 △848,519 △848,519

当期変動額      

当期純利益  33,549 33,549 33,549 33,549

当期変動額合計 ― 33,549 33,549 33,549 33,549

当期末残高 769,650 △1,584,620 △1,584,620 △814,970 △814,970
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

当事業年度
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 38,299 35,614

 減価償却費 7,027 6,855

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,108 △1,084

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,679 800

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 16 556

 受取利息及び受取配当金 △2 △3

 支払利息 9,673 9,292

 保険解約返戻金 ― △3,085

 売上債権の増減額（△は増加） △3,250 △229

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,019 628

 仕入債務の増減額（△は減少） 110 △898

 未払消費税等の増減額（△は減少） 7,675 △3,511

 長期前払費用の増減額（△は増加） 74 203

 その他の資産の増減額（△は増加） 159 102

 その他の負債の増減額（△は減少） △3,141 △709

 小計 60,089 44,529

 利息及び配当金の受取額 2 3

 利息の支払額 △9,673 △9,292

 法人税等の支払額 △2,438 △3,386

 営業活動によるキャッシュ・フロー 47,980 31,855

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 ― △596

 保険積立金の積立による支出 △899 △779

 保険積立金の解約による収入 ― 8,837

 定期預金の預入による支出 ― △600

 投資活動によるキャッシュ・フロー △899 6,861

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △29,736 △29,736

 リース債務の返済による支出 △7,638 △7,883

 財務活動によるキャッシュ・フロー △37,374 △37,619

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,706 1,097

現金及び現金同等物の期首残高 26,972 36,679

現金及び現金同等物の期末残高 36,679 37,776
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社は、当事業年度において経常利益32,528千円、当期純利益33,549千円を計上したものの、過年度の減損損失

等により814,970千円の債務超過に陥っており、債務超過解消には、相当期間かかるものと予想されます。当該状

況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

当社は、当該事象または状況を解消すべく、平成23年３月から外部コンサルタントによるコンサルティングを

行って、「再生計画書」を策定し、高知県中小企業再生支援協議会及び各金融機関の協力を得て再生計画をスター

トさせました。借入金について各金融機関と新たに約定を締結し直し、平成23年10月より分割返済を実施してお

り、来期以降についても、約定に基づいて返済を行う予定であります。しかし、その結果は未だ不明確であり、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映して

おりません。

(重要な会計方針)

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。

貯蔵品

原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(但し平成10年４月１日以後に取得した建物については定額法)

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物         ７～50年

車両運搬具　　　　　　 ２～５年

工具、器具及び備品     ５～20年

(2)　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３　引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

(2)　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

なお、会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理されております。

(3)　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

４　消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。
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(貸借対照表)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当事業年度

(平成27年12月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 15,858千円 22,714千円
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

(第58期)

土地の一部437,077千円、建物の一部13,646千円及び構築物の一部3,829千円は１年内返済予定長期借入金　　　

29,736千円及び長期借入金1,226,220千円の担保に提供されております。

(第59期)

土地の一部437,077千円、建物の一部11,544千円及び構築物の一部2,938千円は１年内返済予定長期借入金29,736

千円及び長期借入金1,196,484千円の担保に提供されております。
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(株主資本等変動計算書関係)

第58期(自 平成26年１月１日　至 平成26年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当事業年度期首株式数

(株)
当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式
普通株式

10,641 ― ― 10,641

合計 10,641 ― ― 10,641
 

 

２　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

第59期(自 平成27年１月１日　至 平成27年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当事業年度期首株式数

(株)
当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式
普通株式

10,641 ― ― 10,641

合計 10,641 ― ― 10,641
 

 

２　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

(キャッシュ・フロー計算書)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
第58期

(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

第59期
(自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日)

現金預金勘定 36,679千円 37,776千円

現金及び現金同等物 36,679千円 37,776千円
 

 

(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

　　　建物

　　　車両運搬具

　　　工具、器具及び備品

　② リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零にする定額法によっております。

 
２　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金を主に銀行借入で調達すると共に、余裕資金は元本保証で、かつ、流動性の高い金融資産で

運用を行っており、デリバティブ取引及び元本保証ではない金融商品など、投機的な取引は一切行わない方針であ

ります。

また、未収入金、営業未払金及び未払金についてはいずれも短期的に決済されるものであります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収入金は、顧客の信用リスクがあります。

営業債務である営業未払金、未払金は、短期間で決済されるものであります。

借入金及びリース債務は、設備投資及び運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、主に１年から20年程

度の期間で償還する予定であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等によるリスク)の管理

未収入金は、総務部門が顧客ごとに期日及び残高を管理すると共に、必要に応じて総務部門が回収懸念の早期

把握や低減を図っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

借入金及びリース債務は、市況や取引関係を勘案し金利の変動リスクを確認しております。

③  資金調達に係る流動性リスク（約定期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、当社は平成23年３月から外部コンサルタントによるコンサル

ティングを行って「再生計画書」を策定し、高知県中小企業支援協議会及び各金融機関の協力を得て再生計画を

スタートさせました。借入金の一部770,000千円を20年後に返済する劣後債とし、残りの580,120千円を平成23年

10月より20年間分割返済する約定を締結しました。当事業年度の約定返済は実施しましたが、来期以降について

も約定に基づいて返済を行う予定であります。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項の補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれて

おります。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価格が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。なお、時価を算定することが困

難であると認められるものは、次表には含めておりません。

第58期(平成26年12月31日)

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 36,679 36,679 ―

(2) 未収入金 13,350 13,350 ―

資　産　計 50,029 50,029 ―

(1) 営業未払金 (6,686) (6,686) ―

(2) 一年内返済予定長期借入金 (29,736) (29,736) ―

(3) 未払金 (9,223) (9,223) ―

(4) 長期借入金 (1,226,220) (790,022) 436,197

(5) リース債務 (29,615) (29,615) ―

(6) 預り敷金 (518) (417) 100

負　債　計 (1,302,001) (865,703) 436,297
 

負債で計上されているものについては、(　)で示しております。

 

第59期(平成27年12月31日)

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 37,776 37,776 ―

(2) 未収入金 13,580 13,580 ―

資　産　計 51,356 51,356 ―

(1) 営業未払金 (5,788) (5,788) ―

(2) 一年内返済予定長期借入金 (29,736) (29,736) ―

(3) 未払金 (9,302) (9,302) ―

(4) 長期借入金 (1,196,484) (774,419) 422,064

(5) リース債務 (21,732) (21,732) ―

(6) 預り敷金 (518) (417) 100

負　債　計 (1,263,561) (841,394) 422,164
 

負債で計上されているものについては、(　)で示しております。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金及び(2)未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

EDINET提出書類

土佐観光施設株式会社(E04709)

有価証券報告書

32/45



 

負  債

(1) 営業未払金、(2)一年内返済予定長期借入金及び(3)未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 長期借入金及び(5)リース債務

当社では、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引い

た現存価値により算定しております。

(6)預り敷金

当社では、預り敷金の時価の算定は、対象となる預り敷金の予想される契約年数に基づき、その将来キャッ

シュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現存価値により算定しております。

 

(注２)金銭債権の決算日後の償還予定額

第58期(平成26年12月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 現金及び預金 36,679 ― ― ―

(2) 未収入金 13,350 ― ― ―
 

 

第59期(平成27年12月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 現金及び預金 37,776 ― ― ―

(2) 未収入金 13,580 ― ― ―
 

 

(注３)長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

第58期(平成26年12月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 一年内返済予定長期借入金 29,736 ― ― ―

(2) 長期借入金 ― 118,944 122,204 985,072

(3) リース債務 8,101 20,615 898 ―
 

 

第59期(平成27年12月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 一年内返済予定長期借入金 29,736 ― ― ―

(2) 長期借入金 ― 118,944 111,704 965,836

(3) リース債務 7,971 13,760 ― ―
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

 

２　退職給付債務に関する事項

 

 
第58期

(平成26年12月31日)
第59期

(平成27年12月31日)

イ　退職給付債務(千円) △43,992 △41,272

ロ　会計基準変更時差異の未処理額(千円) 6,162 4,581

ハ　退職金前払(千円) 3,788 3,733

ニ　退職給付引当金(イ＋ロ＋ハ)(千円) △34,041 △32,957
 

(注)　当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

 

 
第58期

(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

第59期
(自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日)

イ　勤務費用(千円) 1,945 2,768

ロ　会計基準変更時差異の費用処理額(千円) 3,162 1,581

ハ　退職給付費用(イ＋ロ)(千円) 5,108 4,350
 

(注)　当社は退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　当社は簡便法を採用しているので、基礎率等について記載しておりません。

ロ　会計基準変更時差異の処理年数15年

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

Ⅰ　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第58期

(平成26年12月31日)
第59期

(平成27年12月31日)

(繰延税金資産)   

繰越欠損金 13,208千円 4,851千円

未払事業税 700千円 317千円

貸倒引当金 23千円 220千円

固定資産減損損失 418,615千円 414,930千円

退職給付引当金 12,040千円 11,666千円

役員退職慰労引当金 610千円 893千円

繰延税金資産小計 445,198千円 432,881千円

評価性引当金 445,198千円 432,881千円

繰延税金資産計 ―千円 ―千円
 

 

Ⅱ　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

第58期(平成26年12月31日)

　課税所得が発生していないため記載しておりません。

第59期(平成27年12月31日)

　課税所得が発生していないため記載しておりません。

 
Ⅲ　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ

等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従

来の35.4％から、平成28年１月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平

成29年１月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.1％になります。

この税率変更による影響額はありません。

(持分法損益等)

当社は関連会社がないため該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当社のゴルフ場土地の一部は不動産賃貸借契約に基づき、契約解約時における原状回復義務が付帯されておりま

す。しかし、当該ゴルフ場土地は当社の事業の継続に不可欠であり、開業以来現在に至るまで契約の自動更新中で

あります。かつ、ゴルフ事業以外の利用は不可能なことから今後も解除の予定はなく、長期借地予定であるため使

用期間が明確でなく、将来当該ゴルフ場を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが

出来ません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社は、ゴルフ場事業及びこれに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となる事業セグメント情報がないた

め、記載しておりません。

 

【関連情報】

前事業年度(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 ゴルフ営業部門 会員収入部門
売店・喫茶・食堂収入

部門
合計

外部顧客への売上高 253,511 49,025 20,782 323,318
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しており

ます。

 

当事業年度(自　平成27年１月１日　至　平成27年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 ゴルフ営業部門 会員収入部門
売店・喫茶・食堂収入

部門
合計

外部顧客への売上高 245,107 48,793 20,686 314,587
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しており

ます。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

第58期
(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

第59期
(自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日)

１　１株当たり純資産額 △79,740.60円
 

１　１株当たり純資産額 △76,587.79円
 

２　１株当たり当期純利益額 3,278.29円
 

 

２　１株当たり当期純利益額 3,152.80円
 

 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため、記載しておりません。

２ 算定上の基礎

１株当たり当期純利益
 

 
第58期

(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

第59期
(自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日)

１株当たり当期純利益金額(円) 3,278.29 3,152.80

当期純利益(千円) 34,884 33,549

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 34,884 33,549

普通株式の期中平均株式数(株) 10,641 10,641
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

土佐観光施設株式会社(E04709)

有価証券報告書

37/45



⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却

累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 17,976 ― ― 17,976 6,431 2,101 11,544

　構築物 5,600 ― ― 5,600 2,661 891 2,938

　コース勘定 0 ― ― 0 ― ― 0

　機械及び装置 0 ― ― 0 ― ― 0

　車両運搬具 10,434 234 ― 10,668 6,841 1,920 3,827

工具、器具及び備品 10,431 362 ― 10,793 6,780 1,942 4,012

　土地 437,077 ― ― 437,077 ― ― 437,077

　立木 0 ― ― ― ― ― 0

有形固定資産計 481,518 596 ― 482,114 22,714 6,855 459,400

長期前払費用 5,883 199 ― 6,083 1,619 403 4,463
 

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　 車両運搬具　　　　　　軽トラック　　234千円                                  

　　　　 工具、器具及び備品　　パソコン　　　362千円                                  
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 29,736 29,736 1.304 ―

１年以内に返済予定のリース債務 8,101 7,971 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

1,226,220 1,196,484 0.722
平成29年１月１日～
平成43年３月31日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

21,514 13,760 ―
平成29年１月１日～
平成32年４月28日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,285,571 1,247,952 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務についてはリース料総額に含まれる。利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　長期借入金のうち、770,000千円については、年率0.4％の利率となっております。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額
 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 29,736 29,736 29,736 29,736

リース債務 5,466 4,140 3,222 929
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 66 623 ― 66 623

役員退職慰労引当金 1,725 800 ― ― 2,525
 

(注)１　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１　現金及び預金

 

金融機関 種類 期末現在高(千円)

手許有高 現金 2,143

小計  2,143

四国銀行本店 普通預金 30,817

四国銀行秦泉寺支店 普通預金 3,335

高知銀行本店 普通預金 1,435

ゆうちょ銀行 普通預金 43

小計  35,632

合計  37,776
 

 

２　未収入金

(イ)相手先別の内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱ジェーシービー 4,143

三井住友カード㈱ 3,628

ユーシーカード㈱ 3,177

イオンクレジットサービス㈱ 591

その他 2,041

合計 13,580
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(ロ)未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
　
(Ａ)

当期発生高
(千円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
　
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
　

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

 

13,350 206,898 206,669 13,580 93.8 23.8
 

 

３　商品

 

分類 細目 金額(千円)

ゴルフボール スリクソン他 772

ゴルフ用品 帽子・ウエア他 1,607

タバコ メビウス他 127

飲料品 ポカリスエット他 466

合計 2,973
 

 

４　貯蔵品

 

分類 細目 金額(千円)

農薬 ヘリテージ他 554

合計 554
 

 

②　負債の部

　　営業未払金

 

相手先 金額(千円)

入交アグリーン㈱ 1,256

入交石油㈱ 758

入交ガス㈱ 579

アグリビジネス高知㈱ 312

ＪＡメモリアルこうち 310

その他 2,570

合計 5,788
 

 

(3) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 該当事項はありません。

１単元の株式数 該当事項はありません。

株式の名義書換え  

　　取扱場所 土佐観光施設株式会社本店

　　株主名簿管理人 該当事項はありません。

　　取次所 該当事項はありません。

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 該当事項はありません。

　　株主名簿管理人 該当事項はありません。

　　取次所 該当事項はありません。

　　買取手数料 該当事項はありません。

公告掲載方法 高知市において発行する高知新聞

株主に対する特典 ８株で正会員・４株で週日会員の登録権があります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第58期)

自　平成26年１月１日

至　平成26年12月31日
 

平成27年３月31日

四国財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第59期中)
自　平成27年１月１日

至　平成27年６月30日
 

平成27年９月29日

四国財務局長に提出

(3)
半期報告書の

訂正報告書
(第58期中)

自　平成26年１月１日

至　平成26年６月30日
 

平成27年３月20日

四国財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成28年３月24日

土佐観光施設株式会社

 取締役会　御中

斉藤章公認会計士事務所

 公認会計士 斉　藤　　章　㊞

橋本誠公認会計士事務所

 公認会計士 橋　本　　誠　㊞

 

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

土佐観光施設株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私た

ちの判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、土佐観光施

設株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態並びに同日を持って終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において経常利益及び当期純利益を計上し

たものの、過年度の減損損失等により、債務超過に陥っている。このように、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況が存在している。会社は当該事象又は状況を解消すべく、平成23年３月から外部コンサルタント

によるコンサルティングを行って「再生計画書」を策定し、高知県中小企業再生支援協議会及び各金融機関の協力を得

て再生計画をスタートさせている。借入金について各金融機関と新たに約定を締結し直し、平成23年10月より分割返済

を実施しており、来期以降についても、約定に基づいて返済を行う予定である。しかし、その結果は未だ不明確であ

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、当該重

要な不確実性の影響を財務諸表には反映していない。

当該事項は、私たちの意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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